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４ 世界と日本の状況 

（１）国際的な動向 

2015年12月にCOP＊721で「パリ協定」が採択され、世界共通の長期目標として、産業革命

前からの気温上昇を２℃未満に保つこと、また、1.5℃に抑える努力を追求し、今世紀後半に

温室効果ガスの人為的排出と吸収のバランスを実現することをめざすことが世界共通の目

標とされ、2020年に協定の本格運用が開始されました。 

2018年10月に公表されたIPCC＊81.5℃特別報告書では、気温上昇を1.5℃に抑えるためには、

2030年までに人為的CO2排出量を2010年比で約45％減少、2050年前後には正味ゼロにする

必要があるとし、2021年に公表されたIPCC第6次報告書では、人間活動が大気･海洋及び陸

域を温暖化させてきたことには疑う余地がないと指摘しています。 

また、2021年11月に閉会したCOP26では「グラスゴー気候合意」が採択され、工業化以前

と比べて気温上昇を1.5℃以内に抑える目標が明記されたほか、気候変動への適応や開発途

上国への支援目標、市場メカニズムのルール化などがまとめられました。 

さらに、2023年３月に公表されたIPCC第6次評価報告書統合報告書では、温暖化を1.5℃又

は2℃に抑制し得るかは、主にCO2排出ネット・ゼロを達成する時期までの累積炭素排出量

と、この10年の温室効果ガス排出削減の水準によって決まると指摘され、同年11月から12月

まで開催されたCOP28では、パリ協定の目標達成に向けた世界全体の進捗を評価する第１回

グローバル・ストックテイク（GST）の中で、現状各国が掲げる削減目標を積み上げても1.5℃

目標は達成できないことが明らかとなり、対策強化の重要性が強調されました。 

（２）国内の動向 

世界で5番目の二酸化炭素排出国である日本では、2020年10月、総理大臣が「2050年まで

にカーボンニュートラル、脱炭素社会の実現をめざす」ことを宣言し、2021年6月の地球温

暖化対策推進法の改正では、2050年カーボンニュートラルを基本理念として法に位置付け

ました。 

また、国の「地球温暖化対策計画（2021年10月）」で、2030年度までに温室効果ガス排出

量を46％削減（2013年度比）し、50%の高みに向け、挑戦を続けてきました。2025年2月に

改定された同計画では世界全体での1.5℃目標と整合的で、2050年ネット・ゼロの実現に向

けた直線的な経路を弛まず着実に歩んでいく野心的な削減目標として、2035年度、2040年

度において、それぞれ60％、73％削減することをめざし、政府、地方公共団体、企業、国民

一人ひとりに至るまでの全ての主体の参加・連携を確保しつつ、本目標、ひいては2050年ネ

ット・ゼロの実現に向けて、パリ協定に基づき、誠実に対策・施策を講じていく必要がある

としています。この野心的な目標に向けて力強く成長していくため、徹底した省エネルギー

や脱炭素電源の導入・利用、公共部門や地域の脱炭素化、脱炭素型ライフスタイルへの転換

等の需要側の取組など、あらゆる分野で、でき得る限りの取組を進めることとしています。 

国では、同計画をエネルギー安定供給、経済成長、脱炭素の３つの同時実現をめざす

「GX2040ビジョン」と一体的に捉えて策定し、2050年ネット・ゼロの実現に向けて、GX政

策と協調して、排出削減と経済成長の同時実現に資する地球温暖化対策を推進することとし

ています。 

加えて、循環経済（サーキュラーエコノミー）＊9やネイチャーポジティブ＊10経済への移行

については、「第五次循環型社会形成推進基本計画」、「生物多様性国家戦略2023-2030」（令

和５年３月31日閣議決定）及び「ネイチャーポジティブ経済移行戦略」に基づき、国家戦略

として脱炭素社会への移行と統合的に進め、新産業や雇用を創出するとしています。食料・

農林水産業においては、「みどりの食料システム戦略」に基づき、イノベーションにより生

産力向上と持続性の両立の実現をめざすことや、「国土交通省環境行動計画」に基づき、国

土・都市・地域空間における分野横断的な脱炭素化等の取組を着実に実行するとしています。 
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「脱炭素社会への移行（カーボンニュートラル）｣、｢循環経済への移行（サーキュラーエコノミー）｣、
「自然再興の取組（ネイチャーポジティブ）｣の実現に向けた取組を行うには、相互間でシナジー(相乗効
果)、トレードオフ（片方の利益を取るともう片方が不利益を被ること）があることから、これら３つの要
素を総合的に考える必要があります。 

 

｢循環経済への移行(サーキュラーエコノミー)｣、｢自然再興の取組(ネイチャーポジティ
ブ)｣との総合的な取組の必要性 

生物多様性の損失を減らし、回復させる行動の内訳 

環境省資料等より引用 

＜循環経済への移行(サーキュラーエコノミー)＞ 
 資源の投入量・消費量を抑えつつ、製品等をリユース・リペ

ア・メンテナンスなどにより長く利用し、循環資源をリサイク

ルする3Rの取組を進め、再生可能な資源の利用を促進し、スト

ックを有効活用しながら、サービス化等を通じて 資源・製品の

価値を回復、維持又は付加することによる価値の最大化をめざ

すものです。 

 気候変動の観点からは、資源循環の取組を進めることで、我

が国の温室効果ガス排出量のうちの約36％に相当する製造業、

貨物の運輸、工業プロセス、製品の使用、廃棄物等の部門由来

の排出量の削減に貢献することができると推計されています。 

＜自然再興の取組（ネイチャーポジティブ）＞ 

 「生物多様性国家戦略2023-2030｣において、「自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止め、

反転させる」と定義されており、「G7 2030年自然協約」や、昆明・モントリオール生物多様性枠組におい

てその考え方が掲げられるなど、 生物多様性における重要な考えとなっています。 

 森林や湿原、藻場干潟等の生態系による二酸化炭素の吸収は気候変動の緩和に貢献し、また、森林によ

る土砂流出の防止機能や湿原による貯水機能などは今後予想される災害の激甚化への対策となり、気候変

動への適応にも貢献します。 

 なお、「北海道生物多様性保全計画（第２次計画）」においても、2050年までの長期目標である「自然と

共生する社会」の実現に向け、2030年までの中期目標として、「生物多様性国家戦略2023-2030が目指すネ

イチャーポジティブの実現への貢献を視野に、自然とのつながりの重要性を実感し、生物多様性の保全と

持続可能な利用を進めることにより、生物多様性の損失の低減と、回復の増進を図る」こととしています。 
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（３）北海道の現状 

○ 温室効果ガス実質排出量※１
 

【2022（R4）年度（速報値※２）】 

・2022（R4）年度の本道の温室効果ガス実質排出量（速報値）は4,859万トン-CO2となっ

ています。 

・基準年（2013（H25）年度）と比べ温室効果ガス排出量は34.1％減少、前年度（2021（R3）

年度）と比べ3.6％増加しています。 

 

【2023（R5）年度（推計値※３）】 

・2023（R5）年度の本道の温室効果ガス実質排出量（推計値）は4,783万トン-CO2となる

見込みです。 

・基準年（2013（H25）年度）と比べ35.1％減少、前年度（2022（R4）年度）と比べ1.6％

減少する見込みであり、減少傾向を継続しています。 

 

  【全国の削減状況との比較】 

・道の削減率は、全国よりも大きい傾向にあり、全国の脱炭素化に貢献していると捉えら

れます。 

 

  

 

 

  

年度 
2014 

(H26) 

2015 

(H27) 

2016 

(H28) 

2017 

(H29) 

2018 

(H30) 

2019 

(R1) 

2020 

(R2) 

2021 

(R3) 

2022 

(R4) 

2023 

(R5) 

北海道 19.4 18.3 18.6 19.9 20.4 25.5 31.6 36.4 34.1 35.1 

全国 8.6 11.1 12.4 13.4 16.6 18.9 23.4 21.9 23.9 27.1 

北海道の温室効果ガス実質排出量の推移 

※１ 温室効果ガス排出量から森林等による二酸化炭素吸収量を引いたもの 

※２ 2025（R7）年７月末時点で入手可能な統計等から必要なデータを推計し、2022（R4）年度の温室 

効果ガスの予測値を算出したもの 

※３ 2025（R7）年7月末時点で入手可能な統計等に加え、未入手の統計データを他の統計実績値等から 

推計することにより、2023（R5）年度の排出量の概算値を算出したもの 

（単位：％） 

％ 

全国の温室効果ガス実質排出量の削減率との比較（基準年：2013 年度） 
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○ 温室効果ガス排出量 

【2022（R4）年度（速報値）】 

・2022（R4）年度の温室効果ガス排出量は5,797万トン-CO2となっており、基準年（2013

（H25）年度）と比べ21.3％減少、前年度（2021（R3）年度）と比べ1.5％減少していま

す。 

・産業部門からの排出量が最も多く、次に運輸部門、家庭部門、業務その他部門となって

おり、この４部門で全体の約9割を占めています。 

・近年、各部門の排出量の推移は概ね横ばいとなっています。 

・全国と比較すると、家庭部門、運輸部門の割合が高い一方、産業部門の割合が低くなっ

ています。 

・一人当たりの排出量は11.3トン-CO2/人で、全国（8.9トン-CO2/人）の約1.3倍であり、

積雪寒冷により暖房の灯油消費量が多いことや、広域分散型で自動車への依存度が高

いという本道の地域特性が主な要因と考えられます。 

 

【2023（R5）年度（推計値）】 

・2023（R5）年度の温室効果ガス排出量は5,774万トン-CO2となる見込みです。 

・基準年（2013（H25）年度）と比べ21.6％減少、前年度（2022（R4）年度）と比べ0.4％

減少しています。 

・一人当たりの排出量は 11.3トン-CO2/人で、全国（8.6トン-CO2/人）の約1.3倍となる見

込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 二酸化炭素の排出部門と主な排出活動 

・産業部門：製造業、建設業・鉱業、農林水産業における工場・事業場のエネルギー消費に伴う排出 

・業務その他部門：事務所・ビル、商業・サービス業施設のほか、他のいずれの部門にも帰属しないエ 

ネルギー消費に伴う排出 

・家庭部門：家庭におけるエネルギー消費に伴う排出（自動車からの排出は運輸部門に計上） 

・運輸部門：自動車、鉄道、船舶、航空機におけるエネルギー消費に伴う排出 

・エネルギー転換部門：発電所・熱供給事業所・石油製品製造業等における自家消費分、送配電ロス等に伴 

う排出 

・工業プロセス：工業材料の化学変化に伴う排出 

・廃棄物：廃棄物の焼却処分に伴い発生する排出 

 

区 分 
2022(R4)年度（速報値） 2023(R5)年度（推計値） 

北海道 全国 北海道 全国 

温室効果ガス排出量(万トン-CO2) 5,797 111,600 5,774 107,100 

一人当たり(トン-CO2/人) 11.3 8.9 11.3 8.6 

北海道と全国の二酸化炭素排出量の構成比（2022(R4)年度） 

全国の温室効果ガス排出量との比較（2022(R4)年度・2023(R5)年度） 
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５ 北海道の削減目標 

（１）削減目標 

   本計画における温室効果ガス排出量の長期目標及び中期目標を次のとおりとします。 
 

① 長期目標 
道内の温室効果ガス排出量の長期目標を次のとおりとします。 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 中期目標 
国の「地球温暖化対策計画」の削減目標や対策・施策を踏まえるとともに、道独自の取組

なども勘案し、2050年までのゼロカーボン北海道の実現に向けて、弛まず着実に歩んでいく

ための、2030年度及び2035・2040年度の中期目標を次のとおりとします。  
 
 

 

 

2030年度  48％（3,581万トン-CO₂）削減[2013年度比] 
2035年度  62％（4,618万トン-CO₂）削減[   〃   ]  
2040年度  76％（5,631万トン-CO₂）削減[     〃     ] 

 

   

 温室効果ガス排出量の削減イメージ 

温室効果ガス排出量    森林等による吸収量 

 「実質ゼロ」のイメージ 

2050 年までに道内の温室効果ガス排出量を実質ゼロとする 
（ “ゼロカーボン北海道”（排出量=吸収量）の実現 ） 

豊かで美しい自然環境を有するこの北の大地を将来の世代に引き継ぎ、 
我が国のみならず世界の脱炭素化に貢献する 

・2013 年度は、森林等による吸収量を差し引いていない排出量の実績を示しています。 
・本計画では、原子力発電所が稼働していない現状を踏まえ、削減目標の設定において考慮していません（稼働した場合には、 
その状況などを踏まえ、削減目標を検証します）。 

・本計画では、2050 年の目標値は定めていません。 
 

・温室効果ガスの排出量と吸収量との間の均衡(排出量＝吸収量)を保つとともに、環境の保全、経済の
発展及び道民生活の向上が図られた持続可能で活力あふれる「ゼロカーボン北海道」の実現を目指
します。 

・本道の豊かな再エネ資源や森林等吸収源を活かした貢献と可能性を共有し、排出量よりも吸収量が
上回る「カーボンネガティブ(排出量＜吸収量)」の実現も見据え、取組を進めます。全国の脱炭素化
を先導することにより、地域との共生を大前提に、良質な GX 産業の集積を図り、豊かで暮らしや
すい北海道を創造します。 
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（２）めざす姿 

北海道には、豊かな自然、広大な土地、冷涼な気候などの特性と、これらを活かした豊富

な食や観光の資源、再生可能エネルギーといった世界に誇るポテンシャルがあります。 

こうした特性やポテンシャルを北海道の力に変え、様々な変化を捉えて、国内だけではな

く、海外からも、人や投資を呼び込み、そして、誰もがそれぞれの可能性を発揮し、地域の

外からの力を受け止め活躍する地域とするとともに、人口減少の進行と地域社会の縮小に直

面する中、このような魅力と活力のある地域を私たち一人ひとりが創り上げていく。これら

のことが、道内各地域の持続的な発展の鍵となります。  

北海道総合計画（令和６年７月策定）では、地域の力を高め、地域の外からの力を活かす、

この２つの相乗効果により、デジタルやゼロカーボン、食、観光といった分野において日本

そして世界の発展をけん引する北海道の飛躍につなげるとともに、一人ひとりが豊かで安心

して住み続けられる地域の実現をめざすこととしております。 

こうした考えを踏まえ、本計画では、地域の脱炭素化により「豊かな地域資源を活かした

再生可能エネルギーの地産地消などを進め、産業振興やレジリエンス*11強化など様々な地

域課題の解決や魅力と質の向上を実現する」と、地域と共生したGX政策の推進により「全国

随一の再生可能エネルギーのポテンシャルを活かし、地域と共生した良質な投資を呼び込む

ことで、環境と経済の好循環を実現し、全国・世界の地球温暖化防止対策に貢献する」をめ

ざす姿に掲げ、道民、事業者、市町村などと連携・協働して環境、経済及び生活に十分配慮

しながら、道内全体の脱炭素の取組を推進します。こうした取組により、再生可能エネルギ

ーの安定供給、地域経済の発展、各種人材の育成を着実に進めながら、2050年までに「ゼロ

カーボン北海道」を実現してまいります。 

 

 

 

  

○ 地域の脱炭素化 

豊かな地域資源を活かした再生可能エネルギーの地産地消などを進め、産業振

興やレジリエンス強化など様々な地域課題の解決や魅力と質の向上を実現する 
 

○ 地域と共生したGX 政策の推進 

全国随一の再生可能エネルギーのポテンシャルを活かし、地域と共生した良質

な投資を呼び込むことで、環境と経済の好循環を実現し、全国・世界の地球温

暖化防止対策に貢献する 

めざす姿 

地域の脱炭素化 

地域と共生した GX 政策の推進 

地域の力を高める 

地域の外からの 

力を活かす 

相乗効果 
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 2050 年までの「ゼロカーボン北海道」の実現へのイメージ 

（P.12） 

（P.21～24） 

（P.25～26） 

（P.26～27） 
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